













































































織化されているかといったケース分けを行う。ここで、ロビイング地域 j の属する集合を ( )M M N3
で示す。
以上の政策決定プロセスは、次の２段階ゲームとして表される。
・ Stage 1 ：各ロビイング地域が、非協力的、同時的に支払メニューを提示する。




















= =l m _ i を示す。
地域住民の予算制約は、次式のように表される。
x q G y Ti i i i+ = - s
ここで、yiは地域の初期保有量、T はすべての地域に共通の国税負担である。qiは補助付きの公共財
価格を示し、中央政府からの定率補助を踏まえて次式で表される。
q p1i i i/ - a_ i d
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( ) ( ) ( )W y T S qi i i i= - +a a h
ここで、 ( ) ( ( )) ( ) ( )S q u G q p G q1i i i i i i i i i/ - - a は、地方公共財消費の消費者余剰を表す。
後の比較のために、中央政府が補助政策を全く行わないような完全に地方分権化された状況におけ
る地域の厚生を定義しておこう。
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なものにしようという動機を持って支払メニュー ( )C j a を選択する。
本稿では、共通エージェンシー･ゲームを用いた先行研究に従い、地域が選択する支払メニューに
ついて truthful性を仮定する 8。すなわち、
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ここで、 ( )0 1# #b b は、中央政府の選好に関するウェイトパラメーターである。すなわち、中央
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! であることを考慮しながら、社会厚生を最大にする補助率を
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ここで、I kはインジケーター変数であり、第 k地域がロビイング地域であれば１、非ロビイング地





































あるか ( )1=b 、全ての地域がロビイング不可能 ( )I s 0k L= = な状況である。このとき、補助率は経済





( ) ( ) , ,W V W i 0I I Ii i i
L 6= = =a a a ¡4
つまり、どの地域もロビイングを行わず、どの地域へも補助がなされないので、この第一の状況下
では、地域の厚生水準はj式で示された完全地方分権と等しくなる。
第二に、幾つかの地域がロビイングを行う（ < <s0 1L ）状況である。このとき、第 k地域がロビイ
ング地域（I 1k = ）であれば、補助を得ることができる（ > 0ka ）。第 k地域がロビイング地域（I 0k = ）
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第三は、すべての地域がロビイングを行っている ( )I s 1k L= = 状況である。このとき、補助率は社
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第二のケースにおいては、まず中央政府の利得において以下の関係が成り立っている。
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ぞれ、 , ,I II IIIa a a とすると、それぞれのケースにおける社会厚生の大小関係は以下である。
命題３．（ロビイングの有無と社会厚生）
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（A. 1）
●ロビイング地域の厚生の変化： ( ) ( ) ( )W y T S qj i j j= - +a a
・自地域の補助率が変更される場合 ( )j k=
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ロビイング地域数の経済全体に対する比率 s M NL /a kと、第 k地域がロビイング地域であれば１、
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●中央政府の利得最大化
（A.1）（A.5）、 ( ) ( ) ( )Z W W1 j
j M
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Intergovernmental Grants and Endogenous Lobbying 
Kota SUGAHARA
Abstract
This paper investigates the decision making of central government for intergovernmental grants
with lobbying by local authority. In a common agency game, we obtained that a social welfare is declined
by the effect of lobbying. 
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